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受験生である 18 歳人口は、1992 年のピーク時には 200
万人を超えていたが、2018 年は、118 万人と半減した。
今から 12 年後の 2030 年には 100 万人まで減少するとさ
れている。学生数は 2016 年に 257 万人で、2005 年の 251
万人から緩やかな増加傾向にあり、40.8％が首都圏で占
めている。4 年制大学進学率は 2015 年の 50.2％、短大を
含めると 55.2％で、この先の推計でも 50％台に留まる頭
打ち状態である。
図 1 18 歳人口と高等教育機関への進学率等の推移（１） 
文部科学省「学校基本統計」平成 29 年度より 
大学数は、1985 年に 460 校（短大 543 校）だったが、
2016 年には 777 校（短大 341 校）で約 1.6 倍へ増加して
おり、現在も新設または短大からの改組は毎年のように




201 校で 26％になり年々増加傾向にある（３）。 
2016 年の 577 校（情報開示校）私立大学における入学
定員未充足校、つまり定員割れ私大は 257 校 44.5％で、
入学定員 50％未満の私大は 13 校 2.3％になる。私立大学
経営採算ラインは定員の 8 割とされており、定員充足率




























る恐れがある「レッドゾーン」は 17 法人（2.6％）、21 年
度以降に破綻の恐れがある「イエローゾーン」は 86 法人
（13.0％）で、計 103 法人が経営困難な状態だった（７）。 
 
３． 私立大学の歴史 










備を理由に、1948 年 4 月から新制大学を発足させ、最初
の新制大学として認可されることとなった。 
1947 年末までに 212 校の審査が行われ、1948 年に 12
の公私立大学が認可され、1949 年には 168 校が認可され
た。その後、1960 年頃まで 200～250 大学で私立大学は
100 校～140 校で推移した（短大数は 260～280 校）（８）。
1946 年 9 月、日本私学団体総連合会（私学総連）設立。
私立学校に関する教育行政と学校法人について定めた私
立学校法が 1949 年 12 月に制定された（９）。 
 
(2) 高度経済成長（1960～1975 年）：拡大 
1975 年、私立大学は 305 校になり、前期に比べ約 2.3






② 1947 年～1949 年生まれの第 1 次ベビーブームによ








(3) 私立学校振興助成法（1976～1980 年）：抑制 
この期間は事実上、大学数や定員の増加が抑制された。
1975 年の私立大学数は 305 校で、1985 年は 331 校へと
26 校、8.5％増（短大は 1975 年 513 校が 543 校、30 校
5.8％増）に留まっている。この 10 年間の大学の平均増
加数は 4 校で、高度経済成長期の 11.3 校に比べると増加
率が低下していることがわかる。 
文部省は、高等教育の計画的整備について、前期 1976









































(4) 昭和 60 年代計画（1986～2010 年）：規制緩
和 
 私立大学は 1985 年の 331 校から 2010 年には 597 校
と 1.8 倍に増加した。なお短大は 543 校から 395 校へと
減少し、これらの多くは 4 年制大学へ転換していること
がわかる。大学進学率は 1985 年の 26.5％から 2010 年の
50.9％に、短大を含めると 37.6％から 56.8％に上昇して
いる。 
 この要因に短大から 4 年制大学への転換の他に文部省









































① 2011 年 11 月、民主党政権下の田中眞紀子文科省に
よる 3 大学不認可問題。 








































平成 29 年度交付学校数は 873 校、交付総額は 3,168 
億 4,057 万 5 千円であり、このうち一般補助は 2,688 億
7,300 万円、特別補助は 479 億 6,757 万 5 千円となって
いる。学校種別の交付額は、大学 2,943 億 5,676 万 7 千
円、短期大学 220 億 5,720 万 8 千円、高等専門学校 4 
億 2,660 万円となっている。交付額を 1 校当たりに換算
すると 3 億 6,293 万 3 千円となり、学校種別では、大学
5 億 1,371 万 2 千円、短期大学 7,426 万 7 千円、高等専
門学校 1 億 4,220 万円となっている。また、交付額を学
生 1 人当たりに換算すると 15 万 7 千円となっており、
学校種別では、大学 15 万 5 千円、短期大学 18 万 3 千











人以上の大規模大学においては 1.10 倍、4,000 人から
8,000 人の中規模大学は 1.20 倍以上、4,000 人未満の小
規模大学は 1.30 倍以上とし、いずれも年々引き下げられ
てきた。なお 2018 年度からは、入学定員充足率が 1.0 倍
を超える入学者数に見合う減額を行うことが明示された。 














































































































































































































































































タによると、多いものから順に、学生納付金 2兆 5355 億
円 76.3％、補助金 3388 億円 10.2％、手数料 938 億円
2.8％、寄付金 867 億円 2.6％、事業収入 807 億円 2.4％、




多い項目から順に、人件費 1兆 6598 億円 54.1％、教育研
究経費 1兆 238 億円 33.4％、管理経費 2185 億 7.1％、奨






























くなっており、大規模大学（8000 人以上）では約 8 割が
プラスとなっている。 
 解散した学校法人の 2003 年以降の状況を見ると、2004
年 4 校、2009・2010・2012・2013 年各 2 校、2014・2015
年各 1 校となっている。1955 年以降、廃止された私立大
学の移行を見てみると、2003・2010・2011・2012 年各 1



















































な研究者約 2 万 5 千件を選び支援している。大学ランキ
ング等でも科研採択率で大学の研究力を見る指標である
ことがわかる。科研費採択率において大学比率では国立


















・2020 年度から実施される入試改革で AO 入試や推薦入
87






































































































































































































































で計 3154 億円にのぼる。文部科学省によると、18 歳人口
はピークだった 1992 年の 205 万人から約 90 万人減少し
ている。一方、私立大の数は 6 割、定員は 4 割、それぞ
れ増加した。2016 年度末時点で、国内の私立大 570 校の













































































































2017 年 8 月、p.55、p.61、p.63、p.64、p.65 引用。 
(41)(42)(43)(44)(45)(46)小川洋「消えゆく限界大学」白






(49) 「 Inquiry 」 引 用 。 https://www.a-
inquiry.com/ijin/2026.html 
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An opinion on the “Year 2018 Problems” of private universities 





The problem of private universities is a trigger, as soon as possible, if we do not complete the 
reform we can’t survive. Issues of reform are as follows: ① Guarantee the quality of facilities, 
students, teachers, education, research, management, value added is necessary. To ensure 
fundamental academic achievement, educate and supplement the year before enrollment and the 
beginning year. ②  College entrance examination and problem of capacity. How to enter the 
entrance examination. ③  Disclose the public nature of the university, its significance, and 
information. Including partnership with the region. ④ Advancement of polarization and problems 
of inequality. Large cities and regions, large universities and small universities. ⑤ The problem of 
university governance. Including compliance. The need for the university is to build financial 
soundness, growth and development, trust with key stakeholders, to contribute to the existence and 
contribution. The growth and happiness of students must be prioritized rather than immediate 
profits. To that end, faculty members and staff build trust, build confidence as an organization, 
show a model of trust in the region, and earn the trust of people. To humbly accept the facts, share 
management vision and values, achieve the highest priority goal, contribute to society, management, 
teachers and staff together, create a trusted university, sustainable Let it run in good faith. This is 
a problem of the whole university and we must work on this education problem for the future of 
children. 
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